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2. 第 3 期介護保険事業 ( 支援 ) 計画等について 

(1) 地域介護・福祉空間接 備等 交付金について 

本 交付金の内容については、 昨年の課長会議及び 本年 1 月の部局長会議にて 主だっ 

た事項をお示ししてきたところであ る。 

以下の説明は、 現在国会に提出している「地域における 公的介護施設等の 計画的な 

整備等の促進に 関する法律」Ⅹ ( 以下「基盤整備促進法」という。 ) もこ基づく、 市町 

村 交付金及び都道府県交付金 ( 「地域介護・ 福祉空間整備等交付金」と 総称する。 ) を 

交付する際の 事務手続きについて、 地方自治体における 諸準備を進める 観点から、 現 

段階の案をお 示しするものであ る。 したがって、 今後変更があ り得ることに 留意され 

たい。 

各都道府県 ( 指定都市、 中核市 ) におかれては、 管内市町村に 対して速やかな 情報 

提供をお願いしたい。 

Ⅹ 「民間事業者による 老後の保健及び 福祉のための 総合施設の整備の 促進に関する 法律」を 

「国の補助金等の 整理及び合理化等に 伴 う 国民健康保険法等の 一部を改正する 法律 ( 案 ) 」 

により改正予定。 

ア 市町村交付金について 

( ァ ) 市町村整備計画の 策定 

市町村 ( 特別 E を含む。 以下同じ。 ) は、 基盤整備促進法に 基づき、 日常生活 

圏域を単位として、 公的介護施設等の 面的な配置構想を 基に、 今後 3 年以内に実 

施する基盤整備事業を 明らかにした 市町村整備計画を 策定することができる。 市 

町村整備計画に 記載すべき事項は 別紙工のとおりであ る。 

なお、 平成丁 7 年度においては、 介護予防拠点の 緊急整備を図る 観点から、 介 

護予防拠点の 整備事業のみを 盛り込んだ市町村整備計画を 策定することも 差し支 

え な い ものとする。 
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( イ ) 市町村整備計画策定に 当たっての留意点 

a  市町村整備計画及びその 基礎となる面的な 配置構想は、 介護保険事業計画に 

定める次年度必要入所定員総数の 範囲内とする 等、 介護保険事業計画、 市町村 

老人保健福祉計画など、 市町村が別途策定する 介護サービス 等の提供 量 等に関 

する計画との 整合性を図るものとする。 

b  市町村整備計画の 策定に当たっては、 地域住民 ( 被保険者 ) の意見を反映さ 

せる仕組みを 設けることとする。 

( ウ ) 市町村整備計画の 提出期限及 び 提出先 

市町村は、 市町村交付金を 充てて市町村整備計画に 定める事業を 実施しょう と 

するときは、 当該市町村整備計画を 前年度の 0 月末 ( 平成丁 7 年度については 平 

成 1 7 年 5 月上旬 ) までに、 当該市町村の 属する都道府県知事を 経由して、 当該 

都道府県を管轄する 地方厚生局長 ( 徳島県、 香川県、 愛媛県及び高知県にあ って 

は四国厚生支局長 ) に提出するものとする。 

( ェ ) 市町村整備計画の 評価 

市町村整備計画に 定める事業が 完了した時は、 学識経験者等に よ る委員会 ( 介 

護 保険事業計画作成委員会の 活用又はその 拡充などにより 対応すること。 ) によ 

る評価を行い、 その結果を公表するものとする。 

( オ ) 市町村交付金の 交付 

a  交付の方法 

市町村に対して 直接交付する。 

b  対象事業 

0  次の地域密着型サービス 等の拠点 
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  小規模多機能型居宅介護 

  小規模 ( 定員 2 9 人以下 ) の特別養護老人ホーム ( 個室・ユニット 型を 

基本としつつ、 地域における 特別の事情も 踏まえるものとする。 ) 

  小規模 ( 定員 2 9 人以下 ) の老人保健施設 ( 個室・ユニット 型を基本と 

しつつ、 地域における 特別の事情も 踏まえるものとする。 ) 

  小規模 ( 定員 2 9 人以下 ) の特定施設入所者生活介護の 指定を受ける ケ 

ア ハウス ( ユニット型を 基本としつつ、 地域における 特別の事情を 踏まえ 

るものとする。 ) 

  認知 症 高齢者グループホーム 

  認知 症 対応型デイサービス 

  夜間対応型訪問介護事業 

0  介護予防拠点 

0  地域包括支援センター 

0  生活支援ハウス ( 沖縄振興特別措置法、 離島振興法、 半島振興法、 山村振 

興法、 過疎地域自立促進特別措置法、 水源地域対策特別措置法施行令及び 奄 

葉群島振興開発特別措置法に 基づくものに 限る。 ) 

0  高齢者の在宅生活を 支えるための 基盤形成 

c  整備区分等 

① 市町村交付金の 対象となる対象事業別の 整備区分は、 次表のとおりとする。 

対 象 事 業 

0 地域密着型サービス 等の拠点 

・小規模多機能型居宅介護 

・小規模の特別養護老人ホーム 

・小規模の老人保健施設 
  

・小規模のケアハウス ( 特定施設 ) 
  

・認知 症 高齢者グループホーム 
  

整 備 区 分 

創設 

創設、 増築、 改築、 改修、 その他改修 

創設、 改築、 改修 

創設 

創設 
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・認知 症 対応型デイサービス 

・夜間対応型訪問介護事業 

0 介護予防拠点 

0 地域包括支援センター 

0 生活支援ハウス 

0 高齢者の在宅生活を 支えるための 基 

盤形成 

段
段
段
段
段
 段
 

Ⅱ
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U
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U
 
 

Ⅱ
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月
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石
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居
名
月
捨
石
 

② 市町村交付金の 対象となる整備区分ごとの 整備内容は 、 次のとおりとする。 

整備区分 整 備 内 容 

メ葺 Ⅱ - """" 辞 Ⅰ - @@@ 新たに施設を 整備すること。 

増 築 既存施設の定員を 増加するための 整備を行 う こと。 

改 築 既存施設の定員を 増加させずに 改築 ( 一部改築を含む。 ) 

をイ千ぅ こと。 

改 Ⅲ 虜ミ 既存の非個室、 ユニット型の 施設を個室・ユニット 型 ( 準 

個室・ユニット 型を含む。 ) に転換するため、 居室環境等の 

改善整備を行 う こと。 

その他改修 活火山周辺の 降灰地域等における 施設の換気設備の 整備 又 

は 窓枠改良工事、 地震防災対策上必要な 補強改修工事等。 

( 注 ) 創設、 増築及び改築については、 積極的に既存社会資源 ( 例えば学校等の 空き 

教室、 商店街の空き 店舗、 空き民家等 ) の活用を図るものとする。 

d  採択基準 

国は、 各市町村から 提出された市町村整備計画について 次の観点から 評価を 

行い、 その結果を踏まえて 予算の範囲内で 市町村交付金を 交付する。 

① 別表 1 に掲げる指標により 評価を行い、 その結果により 各市町村計画の 順 
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位付けを行 う 。 

② ①の順位の高 い 市町村計画から 順に、 後年度の負担額も 勘案した上で、 当 

該年度の交付額の 合計額が予算を 超えない範囲内で、 市町村交付金を 交付す 

  
る 。 

e  交付額の算定方法 

国は 、 ( オ ) の b に掲げる事業の 実施に要する 経費に充てるため、 次の算定 

方法に ょ り、 市町村に対する 交付額を決定する。 なお、 各市町村は、 交付金 総 

額の範囲内において 対象事業間の 配分額を調整することができる。 

① 市町村整備計画記載の 全事業に係る 別表 2 の事業区分ごとの 配分基礎単価 

0 合計額を算定する ( 合計額がⅠ億円を 超える場合は、 1 億円を限度とする。 ) 

② 次 表の た欄 に掲げる法律に 基づく国の財政上の 特別措置等の 対象となる 事 

業 が含まれる場合については、 次表の石櫃に 掲げる額を加算する。 

法 律 加 算 額 

公害の防止に 関する事業に 係る国の 別表 2 の事業区分ごとの 配分基礎単価 

財政上の特別措置に 関する法律 に 0. 1 0 を乗じて得た 額 

沖縄振興開発特別措置法 別表 2 の事業区分ごとの 配分基礎単価 

に 0. 5 0 を乗じて得た 額 

地震防災対策強化地域における 地震 別表 2 の事業区分ごとの 配分基礎単価 

対策緊急整備事業に 係る国の財政上 に 0. 3 0 を乗じて得た 額 ( 木造施設 

の 特別措置に関する 法律 の 改築を伴 う 場合に限る。 ) 

地震対策特別措置法 別表 2 の事業区分ごとの 配分基礎単価 

に 0. 3 0 を乗じて得た 額 ( 木造施設 

の 改築を伴 う 場合に限る。 ) 

③ 豪雪地帯対策特別措置法の 対象となる事業が 含まれる場合については、 ① 

及び②の合計額に 0. 0 8 を乗じて得た 額を加算する。 

④ 市町村整備計画記載の 全事業に係る 実際の事業費の 合計額を算定する。 

一 5 一 



⑤ ① 、 ②及び③の合計額と④の 額 とを比較し、 いずれか少ない 方の額をもっ 

て交付 額 とする。 

f  その他 

① 1 つの日常生活圏域に 係る市町村交付金の 交付は、 3 年に 1 回を限度とす 

る 。 

ただし、 介護予防拠点の 整備事業のみを 盛り込んだ市町村整備計画に 係る 

市町村交付金については、 この限りではない。 

② 国に提出された 市町村整備計画が 多数にのぼった 場合、 上記 d 及び e にか 

かわらず、 1 市町村にっき 交付対象とする 計画数を調整し 、 又は 、 ェ 計画 当 

たりの交付上限額を 調整することがあ る。 

イ 都道府県交付金について 

( ァ ) 施設生活環境改善計画の 策定 

都道府県 ( 指定都市及び 中核市を含む。 以下同じ。 ) は、 基盤整備促進法に 基づ 

き、 毎年度、 施設生活環境改善のための 基盤整備を行 う ための「施設生活環境改善 

計画」を策定することができる。 施設生活環境改善計画に 記載すべき事項は 別紙 2 

の とおりであ る。 

( イ ) 施設生活環境改善計画策定に 当たっての留意点 

a  施設生活環境改善計画の 策定に当たっては、 介護保険事業支援計画に 定める各 

圏域ごとの次年度必要入所定員総数の 範囲内とするなど、 介護保険事業支援計画 

及び都道府県老人保健福祉計画との 整合性を図るものとする。 

b  都道府県 ( 指定都市及び 中核市は除く。 ) は、 管内市町村の 市町村整備計画に 

記載する小規模の 特別養護老人ホーム、 小規模の老人保健施設及び 小規模のケア 

ハウス ( 特定施設入所者生活介護の 指定を受けるもの。 ) の整備量を把握すると 
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ともに、 施設生活環境改善計画に 係る特別養護老人ホーム、 老人保健施設及びケ 

アハウスを含めた 整備員全体が 次年度必要入所定員総数を 上回らないようにす 

る。 

( ウ ) 施設生活環境改善計画の 提出期限及び 提出先 

都道府県は、 都道府県交付金を 充てて施設生活環境改善計画に 基づく事業を 実施 

する場合は、 当該施設生活環境改善計画を 前年度の 0 月末 ( 平成 1 7 年度について 

は平成丁 7 年 4 月末 ) までに当該都道府県を 管轄する地方厚生局長 ( 徳島県、 香川 

県 、 愛媛県及び高知県にあ っては四国厚生支局長 ) に提出するものとする。 

( ェ ) 都道府県交付金の 交付 

a  交付の方法 

都道府県に対して 直接交付する。 

b  対象事業 

0  介護関連 

  特別養護老人ホーム ( 定員 3 0 人以上 ) 及び併設される 老人ショートステ 

イ用居室 ( 個室・ユニット 型を基本としつつ、 地域における 特別の事情も 踏 

まえるものとする。 ) 

  老人保健施設 ( 定員 3 0 人以上。 個室・ユニット 型を基本としつつ、 地域 

における特別の 事情も踏まえるものとする。 ) 

  特定施設入所者生活介護の 指定を受けるケアハウス ( 定員 3 0 人以上。 ュ 

ニット型を基本としつつ、 地域における 特別の事情も 踏まえるものとする。 ) 

  訪問看護ステーション 

・ 養護老人ホーム 及び併設される 老人ショートステイ 用居室 

0  障害者関連 

  補装具製作施設 
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  盲導犬訓練施設 

  点字図書館 

  聴覚障害者情報提供施設 

c  整備区分等 

都道府県交付金の 対象となる対象事業別の 整備区分は、 次表のとおりとする。 

なお、 各整備区分ごとの 整備内容は ア の ( オ ) の c の②のとおりとする。 

対 象 事 業 整 備 区 分 

特別養護老人ホーム 創設、 増築、 改築、 改修、 その他改修 

ケアハウス ( 特定施設 ) 創設 

養護老人ホーム 創設、 増築、 改築、 その他改修 

老人保健施設 倉 Ⅱ 言劣走支 、 己虻隻律ミ 、 已上こイ @ 隻 

訪問看護ステーション 創設 

補装具製作施設 創設、 改築 

盲導犬訓練施設 
膚り ; 設 、 礒 [ 窪寺 ミョ 

点字図書館 創設、 改築 

聴覚障害者情報提供施設 創設、 改築 

d  交付額の算定方法 

国は、 各都道府県から 提出された施設生活環境改善計画を 基に 、 次の算定方法 

によ り交付額を決定する。 なお、 各都道府県は、 交付金総額の 範囲内において 対 

象事業間の配分額を 調整し、 整備量を増やすことができるものとする。 

① 別表 3 の a に該当する対象事業ごとに、 配分基礎単価に 人数を乗じて 得た 額 、 

その他については 施設数を乗じて 得た額に、 別表 4 に定める調整率を 乗じて 得 

た 額を算定する。 

② 対象事業に係る 実際の事業費の 合計額を算定する。 
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③ ①と②とを比較し、 いずれか少ない 方の額をもって 交付基礎 額 とする。 

④ 全都道府県に 対する交付基礎 額 が予算の範囲内となるよ う 調整し、 各都道府 

県 に対する交付額を 決定する。 

( オ ) 平成 1 6 年度からの継続事業の 取扱いについて 

平成 1 6 年度において 既に国庫補助金を 受け、 平成 1 7 年度においても 継続整備 

される施設に 係る都道府県交付金については、 平成 1 7 年度公共工事コスト 縮減等 

に係る単価改定率 ( ム 3. 5%) を反映させた 上で、 従前の方法に 準じて交付 額を 

算定し、 都道府県交付金として 交付するものとする。 

なお、 この場合における 平成 1 7 年度の基準単価は、 別途通知する。 

ウ 留意事項 ( 共通 ) について 

( ア ) これからの基盤整備については、 地域の実情を 踏まえながら、 出来る限り既存の 

社会資源を活用しながら 進めていくことが 重要であ るので、 市町村整備計画及び 施 

殺生活環境改善計画の 策定に当たって 特に留意すること。 

( ィ ) 対象経費 

本 交付金は、 財政法 ( 昭和 2 2 年法律第 3 4 号 ) 第 4 条の規定に基づく 公債発行 

対象経費に該当するものであ り、 交付金の交付の 対象となる経費の 範囲については、 

平成 3 年 1 1 月 2 5 日厚生省 社 第 4 0 9 号「社会福祉施設等施設整備費及び 社会福 

祉 施設等設備整備費の 国庫負担 ( 補助 ) について ( 厚生事務次官通知 ) 」に準ずる 

ものであ る。 

( ウ ) 事業者の選定 

本 交付金の対象事業に 係る事業者の 選定に当たっては、 整備資金及び 運営資金の 

確保が確実なものであ るとともに、 整備後においても 健全かつ安定した 事業運営が 

見込まれる者を 選定するよ う 留意すること。 
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( エ ) 木材の活用 

対象事業の実施に 当たっては、 木材の柔らかさや 温かさを採り 入れることにより   

利用者に精神的なゆとりや 安らぎをもたらすなどの 効果が期待できるよ う 、 木材の 

積極的な活用を 図ること。 

( オ ) 改修等の選定 

改修等を対象事業とする 場合には、 施設入所者等の 安全性を確保する 観点などに 

留意し、 建設後の経過年数及び 老朽 度 等を踏まえて 選定すること。 

( 参考資料 1) 

( 参考資料 2) 

( 参考資料 3) 

( 参考資料 4) 

[ 参考資料 ] 

・市町村整備計画及び 都道府県整備計画のイメージ 

・都道府県交付金の 交付額の算定方法について 

，市町村交付金のスケジュール 

・都道府県交付金のスケジュール 
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Ⅰ別紙ⅠⅠ 

市町村整備計画の 記載事項 

① 市町村の名称 

② 市町村整備計画の 区域 

③ 公的介護施設等の 整備に関する 目標 

④ 市町村整備計画の 期間 

⑤ 既存の社会資源の 状況 

⑥③の目標達成のために 必要な基盤整備事業の 内容 ( ⑤の既存社会資源の 活用の 

有無を含む。 ) 

⑦ ⑥の基盤整備事業に 係る事業費 

⑧ 給付適正化事業の 実施状況 

⑨ 地域再生計画に 係る評価結果 

⑩ 市町村整備計画の 評価に関する 事項 等
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[ 別紙 2  ] 

施設生活環境改善計画の 事項 

① 都道府県の名称 

② 公的介護施設等における 生活環境の改善に 関する目標 

③ ②の目標達成のために 必要な事業に 係る施設名、 設置主体、 開設 地 、 整備区分、 

定員 

④ 介護保険事業計画に 関し厚生労働大臣が 示す参酌標準に 基づき算定した 圏域 ご 

との必要整備量及び 既 整備 量 

⑤ ③の事業に係る 事業費 等
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Ⅰ別表 1  ] 

市町村交付金採択指標 

Ⅰ 客観的指標 

内 容 

キ目小勇 吾 1 当該市町村における 65 歳以上人口の 平成 17 年から平成 27 年までの増加 
率 

指標 2 計画の区域における 65 歳以上のひとり 暮らし又は 65 歳以上人口の 夫婦 
のみの世帯の 割合 

キ旨 相異 3 計画の区域における 介護保険 3 施設 ( 地域密着型介護老人福祉施設を 含 

む ) 及 び 介護専用の居住系サービス ( 認知 症 高齢者グループホーム 及 び 

特定施設 ) の総定員の要介護 2 以上の認定者数に 対する割合 

2  政策的指標 ( 加算 ) 

内 容 

指標 4 地域密着型サービス 拠点の整備を 中心としていること 
小規模多機能型居宅介護、 認知 症 対応型デイサービス、 夜間対応型訪問介護のか 

所数 

指標 5 サービス拠点相互の 連携による 々 、 ッ トワーク形成を 目指したものであ る 

- 」 と 

・関係団体、 サービス事業者等で 形成される協議会等が 設置され、 サービス提供に 

当たっての連携や 従事者の資質向上のための 取組が行われている 場合 

指標 6 既存社会資源を 活用すること 
・既存社会資源の 活用が図られている 場合 

( 例 ) 学校、 保育所等の空き 教室、 商店街の空き 店舗、 
公民館等の公共施設の 一部、 企業の従業員寮などの 改修 

中旨 t 美ミ 7 元気な高齢者や 地域住民が参加する「共生型」のコミュニティづくりを 
目指したものであ ること 

①シルバ一人材センター、 ボランティア 団体などとの 連携を通じて、 地域の高齢者、 

主婦、 学生等の活用が 図られる仕組みがあ る場合で、 かっ 、 

②地域住民と 利用者の交流の 機会が設けられている、 サービス事業者の 職員による 
地域住民への 介護教室・出双講座の 開催や相談窓口の 設置が行われている 等、 地 

域 に開かれた運営を 行っている場合 

-- Ⅰ 3-- 



内 容 

指標 8 未来志向の事業又は 先駆性の高い 事業を実施するものであ ること 
，在宅と施設の 連携、 認知 症 高齢者ケ ア の充実、 高齢者ケ アと 障害者ケ ア の連携な 

ど、 未来志向の事業や 先駆性の高 い 事業を実施している 場合 

指標 9 給付適正化事業を 実施していること 
・地域支援事業等による 給付適正化事業を 実施している 場合 

指標 ao 内閣府による 地域再生計画の 評価結果等の 反映 
・「地域再生推進のためのプロバラム 2005 」 ( 平成 17 年 2 月地域再生本部決定予定 ) 

による地域再生計画の 評価結果の反映 ( 平成 18 年度から実施 ) 

・平成 17 年度については、 平成 16 年 6 月に各市町村から 提出された地域再生計画で 

あ って本交付金の 目的に照らして 適当と認められる 場合 
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[ 別表 2  ] 

市町村交付金配分基礎 額 

事 業 区 分 

地域密着型サービス 等の拠点、 

・ /] 、 規模多機能型居宅介護 

・小規模の特別養護老人ホーム 

( 1 ユニット ) 

(2 ユニット以上 ) 

，小規模の老人保健施設 

・小規模のケアハウス ( 特定施設 ) 

(1 ユニット ) 

(2 ユニット以上 ) 

・認知 症 高齢者グループホーム 

，認知 症 対応型デイサービス 

・夜間対応型訪問介護 

介護予防拠点 

配分基礎単価 

「 5, 0 0 0 千円 

2 0. 0 0 0 千円 

4 0. 0 0 0 千円 

2 5. 0 0 0 千円 

2 0. 0 0 0 千円 

4 0. 0 0 0 千円 

Ⅰ 5. 0 0 0 千円 

Ⅰ 0. 0 0 0 千円 

5, 0 0 0 千円 

7 , 5 0 0 千円 
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[ 別表 3  ] 

都道府県交付金配分基礎単価 

対 象 事 業 

介護関連 

a  特別養護老人ホーム ( 併設する 

ショートステイ 用居室含む。 ) 、 

養護老人ホーム ( 併設するショ 

ートステイ用居室含む。 ) 及び 

ケアハウス ( 特定施設 ) 

b  老人保健施設 

c  訪問看護ステーション 

障害者関連 

d  補装具製作施設 

e  盲導犬訓練施設 

f  点字図書館 

9  聴覚障害者情報提供施設 

単 位 

「 人 

「 施言宝 

Ⅰ か 戸サ 千 

「施設 

Ⅰ施設 

「施設 

Ⅰ施設 

配分基礎単価 

2, 2 5 0 千円 

2 5, 0 0 0 千円 

4, 0 0 0 千円 

7, 0 0 0 千円 

厚生労働大臣が 認めた額 

2 3. 0 0 0 千円 

3 Ⅰ， 0 0 0 千円 
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[ 別表 4] 

都道府県交付金に 係る調整率 

調整率 1 ( 施設種別及び 創設、 改築等の別に 応じたもの ) 

0
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Ⅰ・Ⅰ 0 

  

  

  

改築 

0
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2
 
2
 

  

ット型への 改悔 室の個室ユニット 

型への 改窩   
一
一
一
 

一
一
一
 

一
一
一
 

Ⅹ 老人保健施設、 訪問看護ステーション 及び障害者関連施設は、 定額単価のため 
上記調整率は 乗じない。 

調整率 2 ( 建設工事コスト 等の地域格差に 応じたもの ) 

地域区分 調整率 

A 地域 Ⅰ・ 0 5 

目地域 Ⅰ・ 0 0 

C 地域 0. 9 5 

D 地域 0. 9 0 

Ⅹ 老人保健施設及び 訪問看護ステーションは、 定額単価のため 上記調整率は 乗じ 

ない。 
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調整率 3 ( 特別財政援助を 規定した法律等に 基づき、 補助率のかさ 上げ等 
を行 う もの ) 
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Ⅹ 老人保健施設及 び 訪問看護ステーションは、 定額単価のため 上記調整率は 乗じない。 

調整 率 4  既 整備 量と 参酌標準に基づく 必要姉の比較に 基づく率 
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Ⅰ
の
 1 

市町村整備計画及び 都道府県整備計画のイメージ 
今後 3 年以内に A 日常生活圏域で 整備 
すべきサービス 基盤に関する 

「市町村整備計画」 

左のサービス 見込 量を確保するため 
に 必要なサービス 基盤の 

0 小規模多機能型居宅介護事業 

市町村内の A 日常生活圏域の サ一 
0 小規模特養 

ビス 見込量 「面的な配置構想」 
0 小規模老健 
0 小規模特定施設 ( ケアハウス ) 
0 認知 症 高齢者グループホーム 
0 認知 症 対応型デイサービス 

0 訪問介護 回 
小規模特養 0 夜間対応型訪問介護事業 

0 介護予防拠点 

0 通所介護 回 
0 地域包括支援センター 

0 特別養護老人ホーム 人   
0 介護老人保健施設 人 

  
口 毎年度策定する 広域的な介護サービス 基盤に 

関する 
勿は既存施設 
づ口のサービスが 不足 「都道府県整備計画」 

O 特養 
O 老健 
0 特定 施誕 ケアハウス ) 

0 訪問看護ステーション 

広域的な介護サ ー ピス基盤 0 養護老人ホーム 及ぴ 併設される 
老人ショートステイ 用居室 

0 補装具製作施設 
0 盲導犬訓練施設 
0 点字図書館 
0 聴覚障害者情報提供施設 

（
咄
咄
㍾
 笘
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都道府県交付金の 交付額の算定方法について 
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●区分 a:  2. 250 千円 (1 人 あ た㊤       特別養護老人ホームⅡ弛殻するショートステイ 用居室含む ) 、 養護老人ホーム (WH 註 するショートステイ 用居室含む ) 及びケアハウス ( 特定施設 ) 

● 区分 b:  25. 000 千円 (1 施設あ た㊤‥・老人保健施設 

0  区分 c:  4, 000 千円い施設あ たり ) ,,. 訪問看護ステーション 

●区分 d: 各種別にとに 設定 い 施設あ た デ， ‥補装具製作施設 (7. 00(@ 千円 ) 、 盲導犬訓練施設 ( 厚生労働大臣が 認めた額 ) 、 点字図書館 (23. 000 千円 ), 

●区分 a については、 各施設種別・ 整備区分ごとの 整備予定床数 ●区分 b ～区分 d については、 施設 数 

    
C 調整率Ⅰ 

施設種別及び 創設，改築等の 別に応じたもの             

●特別養護老人ホーム 

  ナ責Ⅰ青玉セ・ ， Ⅰ． 00 ，土着筆・・・ 1. 00 ・改築・・・「． 20 

  改修 ( 多床室づ 個室 ユ " 外型 ) ‥ 0. 50 

  改修 ( 非 ユニット 型 個室 ヨ 個室ユニ ツト型 ) ‥ 0. 25 

●養護老人ホーム 
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D 調整率 2     

建設工事コスト 等の地 
域格差に応じたもの 

● A 地域 

      「・ 05 

●目地域 

      「・ 00 

 
 

● c 地域 

5
O
 

9
 
9
 

O
 
O
 域

 
地
 

 
 

Ⅰ
 

米 老人保健施設及び 訪問看護 
ステーションは、 定額単価のた 

        の 上記調整率は 乗じない。 

 
 

  さ
 

わ
 

の
 

率
 

助
 

卒
す
 

A
%
l
 

巾
 

き
 

 
 

基
 

 
 

 
 

等
 

去
律
 

た
 
:
 l
 
し
 

し
 

規
定
 

を
の
 

キ
差
 
助
 
も
 
"
"
 

っ
 
T
 

財
政
 
別
 
げ
 
等
を
そ
 

特
上
 

 
 

 
 

●豪雪地帯対策特別措置法 
      「・ 08( 地域区分を A 地域へ引き上げ )               

●公害防止に 関する国の財政上の 特別措置に関す               
6 法律       Ⅰ．Ⅰ 0             

              ●沖縄振興開発特別措置法       「． 50           
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( 参考資料 3) 

年 月 

平成 1 6 年 

2 月Ⅰ 8 日 

  
3 月下旬   
4 月上旬   
5 月上旬   
5 月中旬 

市 町 村 交 付 金 

0 全国高齢者保健福祉・ 介護保険主管課長会議 

木地域介護・ 福祉空間整備等交付金の 交付手続き等 

について ( 案 ) の提示   
0 関係法案成立 ( 見込み )   
0 交付金制度実施要綱の 通知   
0 市町村整備計画の 受理   
0 市町村整備計画に 基づく交付額の 内示 
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( 参考資料 4) 

都 道 府 県 交 付 金 

0 全国高齢者保健福祉・ 介護保険主管課長会議 

木地域介護・ 福祉空間整備等交付金の 交付手続き等 

について ( 案 ) の提示   
0 平成丁 7 年度整備要望数に 関する調査の 実施   
0 関係法案成立 ( 見込み )   
0  交付金制度実施要綱の 通知 

  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

0 施設生活環境改善計画の 受理   
0 施設生活環境改善計画に 基づく交付額の 内示 
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